
【独立行政法人緑資源機構の解散に伴い承継した資産及び負債・純資産の内訳】
（独立行政法人 森林総合研究所：旧緑資源機構計）

資 産 の 部 金額（円） 負債及び純資産の部 金額（円）

流 動 資 産
EEEEEEE 505¶017¶576¶214 流 動 負 債

EEEEEEE 366¶199¶805¶219

現金及び預金 17¶360¶256¶046 短期借入金 30¶831¶501¶630

農用地整備割賦売掛金 82¶816¶127¶764 リース債務（短期） 1¶116¶745

林道割賦売掛金 23¶897¶021¶517 未払金 5¶092¶421¶036

たな卸資産 379¶488¶143¶239 未払費用 615¶010¶689

特定地域整備建設仮勘
定

9¶669¶895¶496 未払国庫納付金 5¶141¶831¶460

農用地整備建設仮勘定 117¶293¶909¶950

前受金 44¶881¶357¶023

林道建設仮勘定 252¶524¶337¶793

整備前受金 19¶275¶491¶991

林道前受金 25¶605¶096¶961

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（「第86 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細
１）法人単位 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 733¶483¶270 49¶311¶070 ` 782¶794¶340 181¶020¶375 45¶852¶191 ` ` ` 601¶773¶965

構 築 物 250¶798¶968 16¶841¶315 17¶783¶242 249¶857¶041 52¶226¶772 16¶751¶059 ` ` ` 197¶630¶269

前払費用 24¶801¶404

未収収益 271¶450¶600

その他の前受金 768¶071

その他流動資産 1¶159¶775¶644

預り金 399¶870¶795

未収入金 1¶003¶104¶065

資産見返負債

未収還付消費税等 156¶216¶194

資産見返補助金等 279¶126¶240¶393

その他の流動資産 455¶385

前受収益 4¶500

固 定 資 産
EEEEEEE

834¶801¶144¶583

受入保証金 71¶295¶000

有形固定資産 833¶962¶282¶200

その他の流動負債

水源林 831¶457¶622¶890

仮受金 39¶155¶948

建物 57¶660¶013

固 定 負 債
EEEEEEE

338¶526¶524¶791

構築物 74¶566¶003

資産見返負債

車輌運搬具 800¶661

資産見返補助金等 32¶472¶881

工具器具備品 21¶362¶633

森林総合研究所債券 33¶800¶000¶000

土地 2¶350¶270¶000

債券発行差額 � 1¶042¶176

無形固定資産 11¶887¶398

長期借入金 298¶269¶615¶577

ソフトウェア 11¶199¶398

引当金

電話加入権 688¶000

退職給付引当金 6¶425¶478¶509

投資その他の資産 826¶974¶985

（負 債 合 計） 704¶726¶330¶010

投資有価証券 199¶521¶106

資 本 金
EEEEEEE

長期貸付金 120¶548¶000
政出資金 630¶056¶858¶091

貸倒引当金 � 1¶557¶500
利 益 剰 余 金
EEEEEEE

破産更生債権等 136¶566¶700
前中期目標期間繰越積立
金

5¶035¶532¶696

貸倒引当金 � 47¶232¶700 （純 資 産 合 計） 635¶092¶390¶787

敷金・保証金 419¶129¶379

資 産 合 計 1¶339¶818¶720¶797 負債・純資産合計 1¶339¶818¶720¶797

~ 特定地域整備等勘定における未払消費税等と水源林勘定における未収還付消費税等の相殺額
11¶645¶161円

※時価評価等により総資産は115¶823¶034¶304円減少し、資本金（政府出資金）は50¶661¶859¶481円
減少しております。
また、資産の主な増減については、土地616¶607¶858円の評価増、水源林116¶334¶141¶832円の評
価減であります。

~ 特定地域整備等勘定及び水源林勘定の附属明細書における期首残高は、解散した独立行政法人
緑資源機構より承継された資産及び負債等であります。
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（重要な後発事象）
該当事項はありません。
（追加情報）
\ 法人税法改正に伴う減価償却方法の変更
法人税法の改正に伴い、平成20年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の
法人税法に基づく減価償却の方法の適用により残存価額に到達した事業年度の翌事業年度より、
残存価額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しておりま
す。
また、これによる損益に与える影響は軽微であります。

] 行政サービス実施コストに準ずる費用関係
独立行政法人会計基準第24の項目には該当しないが、行政サービス実施コストに準ずる費用は
次のとおりであります。
筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用 46¶243¶355円

^ 独立行政法人緑資源機構の解散に伴う承継
「独立行政法人緑資源機構法を廃止する法律（平成20年法律第８号）（以下「法律」という。）」
に基づき、法律の施行時（平成20年４月１日）に独立行政法人緑資源機構（以下「緑資源機構」
という。）は解散した上で、その組織及び業務の一部を当法人が承継しております。当法人は緑資
源機構が有する権利及び義務のうち、国が承継する資産及び独立行政法人国際農林水産業研究セ
ンターが承継するもの以外の一切の権利及び義務を承継致しました。
独立行政法人森林総合研究所が承継する資産に係る資産評価委員会において、公正な評価によ
り評価額が決定され、その一切の権利及び義務を承継しております。
なお、行政サービス実施コスト計算書の引当外退職給付増加見積額には、独立行政法人緑資源
機構の組織及び事業の一部を承継したことによる増加額45¶013¶192円を含んでおります。
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